














　2016 年 4 月より、法政大学大学院公共政策研究科は、従来の「公共政策学専攻」に加えて新たに「サステ
イナビリティ学専攻」を設置し、2専攻体制にリニューアルする。サステイナビリティ学に関する新しい学問
体系を目指す「サステイナビリティ学専攻」の開設を記念し、持続可能な社会・経済の実現に向けて大学院教






















15：40 ～ 17：30　討論 
　コーディネータ ：ー長谷川直哉（法政大学大学院教授）
（1）各分野の教員による概要説明 
    サステイナブルマネジメント  
1
　　　金藤正直（法政大学大学院准教授）




    環境法政策         
　　　岡松暁子（法政大学大学院教授） 












































































































を 4 割にあげることで SDGs に貢献するなどとあ







































































































































































































後に CSR という波が来た。2000 年代に CSR 憲章
や CSR マネジメント規格が作られ始め、CSR 報告
書も発行されるようになった。2010 年代から第 3
の大波が来ており、2010 年に ISO26000 が発行され、
2013 年に GRI の第四版や IIRC 統合報告フレーム
ワークが出され、2014 年に EUが非財務情報の開










　1988 年に国連に IPCC という組織が設けられ、
世界中の政府が任命した 2,000 ～ 2,500 名の科学者
が、出版された論文を精査し数年に 1 度、アセス
メントレポートを出している。2013 ～ 14 年に第 5
次レポートが出された。COP21 に向けて各国が出
した削減数値では不足で、上増しして対策を取れ





















































　2000 ～ 2015 年末までは国連のミレニアムディベ
ロップメントゴールズ（MDGs）が走っている。基
本的に先進国による途上国救済の内容となってい






ンダ 21 などがある。2003 年に国連の腐敗防止条約
が成立したので 2004 年に腐敗防止が追加された。
　経団連も 1991 年に企業行動憲章を作り、2010 年














る。これは 2001 年に発議され 2005 年から検討開
始された。ISO は通常 36 ヶ月でルールを作るが、

























私は 1998 年から運営委員で 2002 ～ 2006 年まで理
事をしていた。2002 年にオランダに本部を移し、
パーマネント機関として現在オランダ法人で活動














































もうひとつが昨年の 12 月 12 日に金融庁と東京証
券取引所が発表して 3月 5 日に確定したコーポレ
ートガバナンス・コードで 5 項目から成り、さら












　ESG 投資には、2006 年の UN PRI（国連責任投














カも 2012 年は 10% 程度だったのが、今は 30% ほ
どになった。日本はほとんど 0 だが、今後 5 年く
らいに 4 ～ 5 割に達すると思っている（期待して
いる）。
ルール形成戦略について

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の結果体積が 20 分の 1 に減る。ローカルな観点か
らは明らかにメリットをもつ一方で、物質の保存
という面から考えると 20 分の 19 の部分は決して
物質が消滅しているわけではなく、大気中に炭酸
ガスとして放出されているのである。つまりそれ
はグローバルな問題を発生させているという置き
換えの問題になる。ローカルなメリットとグロー
バルなメリットのどちらをとるのかという話にな
る。このように倫理観・価値観には自然法則が密
接に関連しているはずである。LCAなどもそうで
あるように地道なデータの蓄積は重要であること
は言うまでもないが、さらにそれを現象理解から
政策提言へ向けてどのように生かしていくのかが
問われていると思う。
長谷川教授（コーディネーター）
　ソニー創業者の一人である井深大氏は、社会に
とって価値がない技術を深めていってもあまり意
味がないと述べている。ビックデータの活用に関
心が集まっているが、データから何を読みとって
いくのかが問われているのではないか。
　最近、トヨタを中心に水素社会への転換が主張
されている。2050 年にガソリン車を廃止して水素
自動車にするというビジョンはかなり大きな決断
だと思う。水素を基軸とした社会ではあらゆるこ
とが大きく変わっていくのではないか。過去にメ
ーカーが革新的技術をオープンにしたことが 3度
あった。1回目は戦前にパナソニックの松下幸之助
氏が真空管の技術をオープンにして日本の技術力
を高めた。次に戦後ソニーがトランジスタの技術
をオープン規格として広めた。そして 3 度目は、
トヨタが燃料電池車の基幹技術をオープンにした
ことである。その意味も踏まえて、水素社会につ
いて自然科学者としてコメントをお願いしたい。
渡邊教授（環境サイエンス分野）
　水素社会は新しい社会の門出と言えると思う。
水素には様々なメリットがある。ひとつ気になる
ことを言うとすれば、水素をどのように製造する
のか、という点である。現在行われている一例を
あげれば、苛性ソーダ製造（化学工場）の過程で
出てくる副生ガスから水素を得ている例がある。
その他にもさまざまな製造方法が知られており、
経済産業省でもいくつかのアプローチを想定して
いる。またそれとは別の例としては化石燃料を改
質して水素を取り出すことが知られているが、例
えばメタンからHを取り出すと、CO2 が発生して
しまう。確かに石炭や石油を燃やすよりはクリー
ンだと言えるが、環境負荷を減らすためのより有
効な水素製造方法についても今後の重要な論点の
ひとつであると思う。
（以下、質疑応答及びコメントは省略する。）
写真 4 　会場風景
